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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 
平成26年度第
１四半期連結
累計期間

平成27年度第
１四半期連結
累計期間

平成26年度

 

(自平成26年
４月１日

至平成26年
６月30日)

(自平成27年
４月１日

至平成27年
６月30日)

(自平成26年
４月１日

至平成27年
３月31日)

経常収益 百万円 31,453 34,917 124,221

経常利益 百万円 9,342 13,637 39,106

親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 5,929 8,941 ―

親会社株主に帰属する
当期純利益

百万円 ― ― 24,702

四半期包括利益 百万円 16,121 6,375 ―

包括利益 百万円 ― ― 73,739

純資産額 百万円 474,189 524,978 522,396

総資産額 百万円 7,013,982 7,611,022 7,620,740

１株当たり四半期純利益
金額

円 29.74 45.34 ―

１株当たり当期純利益
金額

円 ― ― 124.45

潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額

円 29.70 45.28 ―

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額

円 ― ― 124.28

自己資本比率 ％ 6.58 6.82 6.75
 

(注) １  当行は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２  当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

３ 第１四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４ 経理の状況」中、「１ 四半期

連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

４　自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権－（四半期）期末非支配株

主持分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。

５　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期純利益」及び「当期純利益」をそれぞれ「親会社株主に帰属する四半期純利益」及び

「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

 

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容については、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日～平成27年６月30日）における我が国の経済は、ギリシャの債務

問題や中国の景気減速等、今後の動向に注視が必要な懸念要素も発生しておりますが、円安進行や消費持ち直し等

を主因に、引き続き景気は回復基調を維持しています。

　このような状況のもと、当行では、平成26年４月に立ち上げた中期経営計画『ちゅうぎん Heart 2014』の諸施

策の実施に取り組みました。

当第１四半期連結累計期間の経営成績は、経常収益は株式等売却益や国債等債券売却益の増加を主因に前年同期

比34億64百万円（11.0％）増収の349億17百万円となりました。経常利益については、上記要因に加え与信コスト

が減少したため、前年同期比42億95百万円（45.9％）増益の136億37百万円となりました。また、親会社株主に帰

属する四半期純利益は、前年同期比30億12百万円（50.8％）増益の89億41百万円となりました。

報告セグメント別の業績は、「第４  経理の状況」中、「１  四半期連結財務諸表」の「セグメント情報」のと

おりであります。
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国内・海外別収支

 

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第１四半期連結累計期間 18,420 134 ― 18,555

当第１四半期連結累計期間 18,656 134 ― 18,790

  うち資金運用収益
前第１四半期連結累計期間 19,740 179 20 19,899

当第１四半期連結累計期間 20,240 206 36 20,410

  うち資金調達費用
前第１四半期連結累計期間 1,319 44 20 1,344

当第１四半期連結累計期間 1,584 72 36 1,620

役務取引等収支
前第１四半期連結累計期間 3,436 4 ― 3,440

当第１四半期連結累計期間 3,287 0 ― 3,287

  うち役務取引等
  収益

前第１四半期連結累計期間 4,469 7 ― 4,476

当第１四半期連結累計期間 4,327 2 ― 4,330

  うち役務取引等
  費用

前第１四半期連結累計期間 1,032 2 ― 1,035

当第１四半期連結累計期間 1,040 2 ― 1,042

その他業務収支
前第１四半期連結累計期間 2,165 4 ― 2,169

当第１四半期連結累計期間 2,501 23 ― 2,524

  うちその他業務
  収益

前第１四半期連結累計期間 4,686 4 ― 4,690

当第１四半期連結累計期間 5,912 23 ― 5,935

  うちその他業務
  費用

前第１四半期連結累計期間 2,520 ― ― 2,520

当第１四半期連結累計期間 3,411 ― ― 3,411
 

(注) １  「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内に本店を有する連結子会社(以下「国内連結子会社」という。)

であります。

２  「海外」とは、当行の海外店であります。

３ 資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用（前第１四半期連結累計期間４百万円、当第１四半期連結累計期

間４百万円）を控除して表示しております。

４  本支店勘定利息を相殺消去しております。

 

EDINET提出書類

株式会社中国銀行(E03584)

四半期報告書

 4/23



 

国内・海外別役務取引の状況

 

種類 期別
国内 海外 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 4,469 7 4,476

当第１四半期連結累計期間 4,327 2 4,330

  うち預金・貸出
  業務

前第１四半期連結累計期間 1,305 4 1,309

当第１四半期連結累計期間 1,406 ― 1,406

  うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 1,417 1 1,419

当第１四半期連結累計期間 1,405 1 1,407

  うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 560 ― 560

当第１四半期連結累計期間 524 ― 524

  うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 652 ― 652

当第１四半期連結累計期間 394 ― 394

  うち保護預り・
貸金庫業務

前第１四半期連結累計期間 161 ― 161

当第１四半期連結累計期間 160 ― 160

  うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 80 1 81

当第１四半期連結累計期間 85 0 86

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 1,032 2 1,035

当第１四半期連結累計期間 1,040 2 1,042

  うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 221 0 221

当第１四半期連結累計期間 224 0 224
 

(注) １  「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。

２  「海外」とは、当行の海外店であります。
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国内・海外別預金残高の状況

○  預金の種類別残高(末残)

 

種類 期別
国内 海外 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第１四半期連結会計期間 5,717,255 28,221 5,745,477

当第１四半期連結会計期間 5,862,842 27,814 5,890,657

  うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 3,511,722 420 3,512,142

当第１四半期連結会計期間 3,682,648 510 3,683,159

  うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 2,081,683 27,801 2,109,485

当第１四半期連結会計期間 2,056,771 27,303 2,084,075

  うちその他
前第１四半期連結会計期間 123,850 ― 123,850

当第１四半期連結会計期間 123,422 ― 123,422

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 245,863 ― 245,863

当第１四半期連結会計期間 275,093 ― 275,093

総合計
前第１四半期連結会計期間 5,963,118 28,221 5,991,340

当第１四半期連結会計期間 6,137,935 27,814 6,165,750
 

(注) １  「国内」とは、当行(海外店を除く)であります。

２  「海外」とは、当行の海外店であります。

３  流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

４  定期性預金＝定期預金＋定期積金
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国内・海外別貸出金残高の状況

○ 業種別貸出状況(末残・構成比)

 

業種別
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

3,566,301 100.00 3,768,944 100.00

  製造業 670,856 18.81 681,328 18.08

  農業，林業 3,027 0.08 3,147 0.08

  漁業 1,501 0.04 1,395 0.04

  鉱業，採石業，砂利採取業 2,390 0.07 2,232 0.06

  建設業 114,628 3.21 110,269 2.93

  電気・ガス・熱供給・水道業 62,702 1.76 79,945 2.12

  情報通信業 30,522 0.86 27,767 0.74

  運輸業，郵便業 122,565 3.44 132,513 3.52

  卸売業，小売業 487,215 13.66 491,623 13.04

  金融業，保険業 129,881 3.64 144,324 3.83

  不動産業，物品賃貸業 402,748 11.29 453,782 12.04

  各種のサービス業 240,868 6.76 246,589 6.53

  地方公共団体 405,135 11.36 466,974 12.39

  その他 892,256 25.02 927,050 24.60

海外及び特別国際金融取引勘定分 11,887 100.00 16,741 100.00

  政府等 ― ― ― ―

  金融機関 778 6.55 908 5.42

  その他 11,109 93.45 15,833 94.58

合計 3,578,189 ― 3,785,685 ―
 

(注) １  「国内」とは、当行(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。

２  「海外」とは、当行の海外店であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 391,000,000

計 391,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 200,272,106 200,272,106
東京証券取引所
第一部

株主としての権利内容に制限の
ない標準となる株式で単元株式
数は100株であります。

計 200,272,106 200,272,106 ― ―
 

 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

          該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

          該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

          該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成27年６月30日 ― 200,272 ― 15,149 ― 6,286
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

3,338,500
―

株主としての権利内容に制限のな
い標準となる株式で単元株式数は
100株であります。

完全議決権株式(その他)
普通株式

196,770,300
1,967,703 同上

単元未満株式
普通株式

163,306
― 同上

発行済株式総数 200,272,106 ― ―

総株主の議決権 ― 1,967,703 ―
 

(注) １ 「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式59株が含まれております。

２ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,600株（議決権16個）含

まれております。

② 【自己株式等】

平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社中国銀行

岡山市北区丸の内１丁目
15番20号

3,338,500 ― 3,338,500 1.66

計 ― 3,338,500 ― 3,338,500 1.66
 

 

２ 【役員の状況】

 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭

和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

 

２  当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自平成27年４月１日  至平

成27年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日  至平成27年６月30日）に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

 現金預け金 392,443 590,047

 コールローン 51,813 64,216

 買入金銭債権 33,900 22,561

 商品有価証券 2,319 2,155

 金銭の信託 24,300 24,543

 有価証券 3,262,886 3,010,735

 貸出金 ※1  3,724,858 ※1  3,785,685

 外国為替 6,338 5,380

 リース債権及びリース投資資産 17,575 17,574

 その他資産 70,424 55,307

 有形固定資産 43,583 43,063

 無形固定資産 3,908 4,323

 繰延税金資産 1,423 1,422

 支払承諾見返 32,124 30,147

 貸倒引当金 △47,158 △46,142

 資産の部合計 7,620,740 7,611,022

負債の部   

 預金 5,884,083 5,890,657

 譲渡性預金 157,886 275,093

 コールマネー 339,267 230,311

 債券貸借取引受入担保金 389,869 365,794

 借用金 161,264 185,986

 外国為替 162 271

 信託勘定借 99 139

 その他負債 84,800 62,691

 賞与引当金 1,763 -

 役員賞与引当金 33 -

 退職給付に係る負債 22,129 21,509

 役員退職慰労引当金 43 46

 睡眠預金払戻損失引当金 937 795

 ポイント引当金 92 98

 特別法上の引当金 7 7

 繰延税金負債 23,780 22,495

 支払承諾 32,124 30,147

 負債の部合計 7,098,343 7,086,043
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

純資産の部   

 資本金 15,149 15,149

 資本剰余金 6,351 7,326

 利益剰余金 383,063 390,019

 自己株式 △3,671 △4,604

 株主資本合計 400,892 407,891

 その他有価証券評価差額金 118,063 114,953

 繰延ヘッジ損益 △4,950 △4,468

 退職給付に係る調整累計額 940 953

 その他の包括利益累計額合計 114,053 111,438

 新株予約権 304 266

 非支配株主持分 7,145 5,381

 純資産の部合計 522,396 524,978

負債及び純資産の部合計 7,620,740 7,611,022
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

経常収益 31,453 34,917

 資金運用収益 19,899 20,410

  （うち貸出金利息） 11,007 10,566

  （うち有価証券利息配当金） 8,797 9,640

 役務取引等収益 4,476 4,330

 その他業務収益 4,690 5,935

 その他経常収益 ※1  2,386 ※1  4,241

経常費用 22,110 21,280

 資金調達費用 1,348 1,624

  （うち預金利息） 564 567

 役務取引等費用 1,035 1,042

 その他業務費用 2,520 3,411

 営業経費 15,625 15,021

 その他経常費用 ※2  1,580 ※2  180

経常利益 9,342 13,637

特別利益 1 4

 固定資産処分益 1 4

特別損失 40 17

 固定資産処分損 40 17

税金等調整前四半期純利益 9,303 13,625

法人税、住民税及び事業税 3,175 4,640

法人税等調整額 △0 △12

法人税等合計 3,175 4,627

四半期純利益 6,128 8,997

非支配株主に帰属する四半期純利益 199 56

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,929 8,941
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 6,128 8,997

その他の包括利益 9,993 △2,622

 その他有価証券評価差額金 10,510 △3,116

 繰延ヘッジ損益 △495 481

 退職給付に係る調整額 △21 13

四半期包括利益 16,121 6,375

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 15,860 6,326

 非支配株主に係る四半期包括利益 260 48
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【注記事項】

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当行の

持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財

務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連

結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首

時点から将来にわたって適用しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純益は975百万円減少しております。また、当第１四

半期連結会計期間末の資本剰余金が975百万円増加しております。　

 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．税金費用の処理

当行及び連結子会社の税金費用は、当第１四半期会計期間を含む年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより算定しておりま

す。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

破綻先債権額 5,451百万円 5,167百万円

延滞債権額 69,077百万円 67,249百万円

３ヶ月以上延滞債権額 1,068百万円 1,291百万円

貸出条件緩和債権額 14,542百万円 15,414百万円

合計額 90,140百万円 89,123百万円
 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

貸倒引当金戻入益 ―百万円 597百万円

償却債権取立益 0百万円 0百万円

株式等売却益 1,630百万円 2,969百万円
 

 

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

貸倒引当金繰入額 763百万円 ―百万円

株式等売却損 568百万円 58百万円

株式等償却 84百万円 ―百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

      当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの償却額

は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 696百万円 734百万円

負ののれんの償却額 16百万円 ―百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

 

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,701 8.50 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

       該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

 

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,974 10.00 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

       該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他 合計
銀行業 リース業 証券業 計

経常収益       

　外部顧客に対する経常収益 27,561 2,702 694 30,958 510 31,469

  セグメント間の内部経常収益 317 86 13 417 722 1,140

計 27,879 2,788 708 31,376 1,233 32,609

セグメント利益 8,552 237 84 8,875 458 9,333
 

(注)１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業、クレジットカー

ド業、銀行事務受託業、金融商品取引法上の投資運用業・助言業を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計

「その他」の区分の利益

負ののれん償却額

セグメント間取引消去

8,875

458

16

△7

四半期連結損益計算書の経常利益 9,342
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他 合計
銀行業 リース業 証券業 計

経常収益       

　外部顧客に対する経常収益 30,732 2,727 982 34,442 511 34,954

  セグメント間の内部経常収益 913 175 16 1,105 750 1,856

計 31,646 2,903 998 35,548 1,262 36,811

セグメント利益 13,156 335 271 13,763 472 14,235
 

(注)１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業、クレジットカー

ド業、銀行事務受託業、金融商品取引法上の投資運用業・助言業を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計

「その他」の区分の利益

セグメント間取引消去

13,763

472

△598

四半期連結損益計算書の経常利益 13,637
 

 

(金融商品関係)

当第１四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価

との差額に重要性が乏しいこと、または前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないことから、

記載を省略しております。

 

(有価証券関係)

前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

(金銭の信託関係)

前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係）

前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。
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(企業結合等関係)

　共通支配下の取引等

１．当行による連結子会社株式の追加取得

当行は、平成27年６月22日付で連結子会社である中銀リース株式会社の普通株式を追加取得致しました。

(1)取引の概要

①結合当事企業の名称及びその事業の内容

　中銀リース株式会社（リース業等）

②企業結合日

　平成27年６月22日

③企業結合の法的形式

　非支配株主からの株式取得

④結合後企業の名称

　名称に変更はありません。

⑤その他取引の概要に関する事項

　ガバナンス強化及び連結収益力向上の観点から、非支配株主が保有する株式を取得したものであります。

(2)実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日公表）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日公表）に基づき、共通支

配下の取引等のうち非支配株主との取引として処理しております。

(3)子会社株式の追加取得に関する事項

取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　取得の対価　　　現金預け金　　　946百万円

　取得原価　　　　　　　　　　　　946百万円
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定

上の基礎は、次のとおりであります。

  
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

(1)１株当たり四半期純利
益金額

円 29.74 45.34

  （算定上の基礎）    

 親会社株主に帰属する
　四半期純利益

百万円 5,929 8,941

  普通株主に帰属しない
  金額

百万円 ― ―

 普通株式に係る
 親会社株主に帰属する
　四半期純利益

百万円 5,929 8,941

  普通株式の期中
平均株式数

千株 199,351 197,175

    

(2)潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額

円 29.70 45.28

  （算定上の基礎）    

 親会社株主に帰属する
　四半期純利益調整額

百万円 ― ―

普通株式増加数 千株 239 286

    うち新株予約権 千株 239 286

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算
定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から
重要な変動があったものの
概要

 ― ―

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成27年８月７日

株 式 会 社  中  国  銀  行

取  締  役  会    御  中

有  限  責  任  あ  ず  さ  監  査  法  人
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士    日 根 野 谷    正 人    ㊞

  

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   神　　田　　正　　史   ㊞

  

指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士    奥    田        賢      ㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社中国銀

行の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中国銀行及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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